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研究要旨

１．研究目的

 本研究は、医療行為の同意について本人以外の者に権限を付与する場合、医療行為の同意の権

限を付与してもよい条件に当てはまる者や医療行為の同意の権限を付与してもよい医療行為の類

型化に関する検討を行うために、身寄りのない人や意思決定が困難な人への医療行為に関する判

例を収集し、医療の同意についての課題を整理することを目的とした。

２．研究概要

研究代表者らは、2019 年に「身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定が困難な人への

支援に関するガイドライン（以下、ガイドライン）」を作成した。また、ガイドラインを補う事

例集を 2022 年に作成した。この中で、医療行為の同意については、本人の一身専属性（本人だ

けに属する権利等）が極めて強いものであり、成年後見人等の第三者が提供される医療に係る意

思決定・同意を行う権限はないものと考えられている。ガイドラインでは、医療行為の同意に関

する考え方や対応については、人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライ

ン（厚生労働省, 平成 30 年改訂）の活用、医療・ケアチームや倫理委員会で検討することが示

されている。意思決定が困難な人の医療行為の同意のあり方については、医療現場の実態を踏ま

えた上で整理が必要な状況である。

 本研究は、医療行為の同意について本人以外の者に権限を付与する場合、医療行為の同意の権

限を付与してもよい条件に当てはまる者や医療行為の同意の権限を付与してもよい医療行為の類

型化に関する検討を行うための前段階として、日本における身寄りのない人や意思決定が困難な

人への医療行為の同意に関する判例を収集した。

３．結論

判例検索データベースを使用し、身寄りのない人や意思決定が困難な人への医療行為の同意に

関する判例を収集した。平成 6 年から令和 5 年度にかけて 27 件の判例を抽出した。本人に同意

能力がある場合、または、本人に同意能力がない場合の両方において、医療側の説明義務、誰

が、誰に、どこまで説明するのかを問われる判例が多かった。医療機関が家族に説明する場合の

守秘義務の範囲は課題として残った。医療の同意を考える際には、意思決定支援のプロセスを踏

むことが必要であるが、意思決定支援に焦点があたった判例は見当たらなかった。医療の同意は

一身専属性が高いということは法律の解釈なので、今後も判例を収集し、法的な解釈を整理する

必要がある。また、身元保証を代行する事業者が医療現場でどのような役割を果たすべきなのか

についての実態調査を行い、それを踏まえたあり方を検討することが、医療同意のあり方を検討

する上で必要である。
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Ａ．研究目的 
 成年後見制度は、平成 11 年の民法等の改正

により、従来の禁治産・準禁治産制度を改正

して、平成 12 年に導入された。成年後見制度

の導入後、その利用者は増加しているもの

の、当該制度を利用していない認知症、知的

障害、精神障害のある人も多く存在してい

る。今後、認知症高齢者の増加などにより、

成年後見制度の利用が必要となる人の大幅な

増加が見込まれる中、国民がより広く、ま

た、安心して当該制度を利用できるようにす

るための対応が必要となっている。 
近年、医療や救急等の現場において、身寄り

のない高齢者等、本人に代わって判断をする

親族がいない場合に、必要な対応がなされな

いケースも生じているとの指摘もある。医

療、介護等を受けるにあたり意思を決定する

ことが困難な人が、円滑に必要な医療、介護

等を受けられるようにするために、成年後見

人の職務を含めた支援のあり方を検討する必

要がある。 
平成 28 年４月、議員立法により、「成年後

見制度の利用の促進に関する法律」が成立

し、平成 29 年３月には「成年後見制度利用促

進基本計画」が策定された。当該基本計画に

は、平成 29 年１月に提出された「成年後見制

度利用促進基本計画の案の作成に当たって盛

り込むべき事項」を踏まえ、「医療や福祉関係

者等の合意を得ながら、医療・介護等の現場

において関係者が対応を行う際に参考となる

ような考え方を指針の作成等を通じて社会に

提示し、成年後見人等の具体的な役割等が明

らかになっていくよう、できる限り速やかに

検討をすすめるべきである。」という記載があ

る。 
また、平成 29 年１月に内閣府・消費者委員

会の「身元保証等高齢者サポート事業に関す

る消費者問題についての建議」では、病院等

が身元保証人等に求める種々の役割を分析分

類し、必要に応じて病院等や都道府県等に対

応指針を示すなどの適切な措置を講じること

が求められている。加えて、求められる役割

に対応する既存の制度やサービスが無い場合

には、必要な対応策を検討することが求めら

れている。 
このような背景を基に、病院が成年後見人

や身元保証人に求める役割や支援の実態、病

院職員の制度理解の状況といった実態把握

を、平成 29 年度の「医療現場における成年後

見制度への理解及び病院が身元保証人に求め

る役割等の実態把握に関する研究」において

全国約 6000 施設に対して実施した。平成 30
年度には、平成 29 年度の調査結果を踏まえ

て、医療にかかわる意思決定が困難な患者へ

の対応および身元保証人等がいない患者への

対応、医療の場における成年後見制度の活用

方法等についてインタビュー調査を行った。

これら研究結果をふまえて、各分野の専門家

による検討を経て、「身寄りがない人の入院及

び医療に係る意思決定が困難な人への支援に

関するガイドライン（以下、ガイドライン）」

を策定し、令和元年 6 月に発出した。ガイド

ラインは、身寄りがなく、医療に係る意思決

定が困難な人への対応方法について、実際の

医療現場での対応方法から抽出されたベスト

プラクティス、全ての医療機関で、全ての医

療従事者によって実行可能であると考えられ

る標準的な対応方法、本人の意思を尊重する

医療の仕組みづくりという方向性を示した。 
令和２年度には、ガイドラインを発出して

１年が経過した時点でのガイドライン活用状

況や活用状況を踏まえた改善を検討すること

を目的とし、全国 4000 病院、500 自治体、

800 の社会福祉協議会を対象に、アンケート



  

調査とヒアリング調査を実施した。 
アンケート調査の結果、身寄りのない人の

入院は地域によって偏在していており、身寄

りがない人の入院や、身寄りがない人の入院

や医療についての相談が多いのは三大都市圏

であった。身寄りがない人の入院の際に生じ

る困りごとについて、自治体は親族調査や制

度申請に関する役割、社会福祉協議会が金銭

管理や入院費の支払いに関する役割、病院は

医療に係る意思決定に関する役割を担うとい

う、ある程度の役割分担がなされていた。「ガ

イドライン」は各関係機関で活用されている

一方で、「ガイドライン」が広く周知されてい

ない現状も明らかとなった。 
加えて、親族やキーパーソン頼みの現在の

医療の体制から、本人だけで医療を受けるこ

とが出来る体制へ変えていくことも今後の要

望として抽出された。 
 この調査を踏まえて、ガイドラインを補足

する「身寄りがない人の入院及び医療に係る

意思決定が困難な人への支援に関するガイド

ラインに基づく事例集（以下、事例集）」を作

成した。事例は、１．患者本人の意思が確認

できない状況での対応、２．医学的に妥当で

はない判断への対応（本人の意思を尊重した

退院）、３．患者本人と疎遠な家族との関わり

方（家族の役割）、４．絶縁状態の家族の意見

の尊重（延命治療の決定プロセス）、５．退院

後の住まいを確保し生活を支援するための対

応の５事例であった。これら５つの事例に対

して、医療面の課題、事例に関する法律的・

倫理的懸念事項を整理し、法律の観点を踏ま

えた対応案と倫理の観点を踏まえた対応案、

対応案について留意すべき事項を事例集で示

した。 
 ガイドラインと事例集を発出した後も、医

療の同意については課題が残った。ガイドラ

インと事例集においては、医療の同意は一身

専属性が高く第三者に同意の権限はないもの

としたが、現状としては誰かに医療同意を求

める慣習が残っており、実際の運用をするこ

とが困難な状況である。この状況を考慮し、

改めて、医療行為の同意の在り方について整

理することが必要である。そこで、本研究で

は、医療行為の同意について本人以外の者に

権限を付与する場合、医療行為の同意の権限

を付与してもよい条件に当てはまる者や医療

行為の同意の権限を付与してもよい医療行為

の類型化に関する検討を行う。その前段階と

して、身寄りのない人や意思決定が困難な人

への医療行為の同意に関する判例を収集する

ことを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
 判例検索データベースを使用して、「家族同

意」のキーワードを主として検索し、身寄り

のない人や意思決定が困難な人への医療行為

の同意に関する判例を収集した。 
 
Ｃ．研究結果 
 平成 6 年から令和 5 年度にかけて 27 件の判

例を抽出した。本人に同意能力がある場合、

または、本人に同意能力がない場合の両方に

おいて、医療側の説明義務、誰が、誰に、ど

こまで説明するのかを問われる判例が多かっ

た。本人に同意能力がある場合は、家族に説

明する義務はないと解釈できるが、医療機関

が家族に説明する場合の守秘義務の範囲は課

題として残った。医療の同意を考える際に

は、意思決定支援のプロセスを踏むことが必

要であるが、意思決定支援に焦点があたった

判例は見当たらなかった。医療の同意は一身

専属性が高いということは法律の解釈なの

で、今後も判例を収集し、法的な解釈を整理



  

する必要がある。 
 
Ｄ．考察 
 医療の同意に関する判例は、医療側から本

人または家族への説明義務を問われる判例が

多かった。医療の説明をする側（医療機関）

と、医療の説明を受けて同意する側（患者）

の関係性をふまえると、医療の同意を本人以

外の第三者が支援する場合、医療側が誰に、

何を、どこまで説明する必要があるのかを整

理し、提示することが重要である。また、第

三者に説明をする場合の守秘義務についても

検討する必要があり、今後、さらに判例を収

集していく。 
 また、身寄りがない人の医療同意を第三者

が支援する場合、成年後見人等や、高齢者等

身元保証サービスが実施している現状があ

る。医療現場における成年後見人等の期待さ

れる役割はガイドラインに示したが、医療現

場における高齢者等身元保証サービスに期待

される役割は整理できていない。身寄りがな

い人の支援は、当事者に関わる関係機関がネ

ットワークを作ることが望まれる。そのた

め、高齢者等身元保証サービス事業者が、利

用者の医療の同意についてどのように支援を

しているのかの実態把握をし、高齢者等身元 

保証サービスの支援の在り方を検討していく

必要がある。 
 
Ｅ．結論 
 平成 6 年から令和 5 年度にかけて 27 件の判

例を抽出し、医療の同意に関する判例は、医

療側から本人または家族への説明義務を問わ

れる判例が多いことが明らかになった。医療

の同意を本人以外の第三者が支援する場合、

医療側が誰に、何を、どこまで説明する必要

があるのかを整理し、提示することが重要で

ある。また、第三者に説明をする場合の守秘

義務についても検討する必要があり、今後、

さらに判例を収集していく。 
 また、身寄りがない人の医療同意を第三者

が支援する場合、高齢者等身元保証サービス

が実施している現状があるが、医療現場にお

ける高齢者等身元保証サービスに期待される

役割は整理できていない。今後の研究の名 k
で、高齢者等身元保証サービス事業者が、利

用者の医療の同意についてどのように支援を

しているのかの実態把握をし、高齢者等身元

保証サービスの支援の在り方を検討していく

必要がある。 
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